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アジア研究教育拠点事業 
平成２２年度 実施計画書 

 
 
１．拠点機関 

日 本 側 拠 点 機 関： 鹿児島大学水産学部 
（ ﾌ ｨ ﾘ ﾋ ﾟ ﾝ ）拠 点 機 関： フィリピン大学ヴィサヤス校 
（   ） 拠 点 機 関：  

 
２．研究交流課題名 

（和文）： 東南アジア沿岸域の水産資源に対するネガティブインパクト対策に関する研究

拠点形成   
              （交流分野：水産学              ）  
（英文）： Formulation of research centre on control against negative impacts to coastal 
fisheries resources in Southeast Asia  
              （交流分野：Fisheries             ）  
 研究交流課題に係るホームページ： 

 http://www.fish.kagoshima-u.ac.jp/fish/jsps/asia/asia.htm                        
 
３．採用年度 
 平成２０年度（  ３年度目） 
 
４．実施体制 
日本側実施組織 
 拠点機関：鹿児島大学水産学部 
 実施組織代表者（所属部局・職・氏名）：水産学部・学部長・野呂 忠秀 
 コーディネーター（所属部局・職・氏名）：水産学部・教授・小山 次朗 
 協力機関：三重大学大学院生物資源学研究科、福山大学生命工学部、北海道大学大学院

水産学研究科、東京海洋大学海洋科学部、長崎大学水産学部、日本大学生物

資源科学部、近畿大学農学部、広島大学生物生産学部、明海大学経済学部、

水産大学校、東京経済大学経済学部 
 事務組織：鹿児島大学事務局（研究国際部長 国際事業課長 国際事業係 

財務部財務課長 財務課長代理 予算係 ） 

鹿児島大学水産学部 ( 事務長  事務長代理 経理係長 総務係 ) 
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相手国側実施組織（拠点機関名・協力機関名は、和英併記願います。） 
（１）国（地域）名：フィリピン共和国 
拠点機関：（英文）University of the Philippines Visayas (UPV) 

      （和文）フィリピン大学ヴィサヤス 
 コーディネーター（所属部局・職・氏名）：（英文）College of Arts and Science, University 

of the Philippines in the Visayas ・

Professor・Resurreccion B Sadaba 
 協力機関：（英文）University of Philippines Diliman、The Southeast Asian Fisheries 

Development Center 
（和文）フィリピン大学ディリマン校、東南アジア漁業開発センター 

 経費負担区分：パターン 1 
 
５．全期間を通じた研究交流目標 
水産資源に対するネガティブインパクト（負の影響）とは、魚病を含む疫病、有害生物

の異常発生、産業廃水、都市廃水、農業廃水などが水産資源の保全と管理に対して悪影響

を与えることで、人間の活動による負荷の大きな沿岸域では、環境、食の安全、住民の健

康にまでおよぶ広範で深刻な影響を与えるものと考えられているが、科学的なアプローチ

は始まったばかりである。本事業は、ネガティブインパクトの中でも特に石油流出による

影響に焦点をあて、その影響の程度の総合的評価と回復技術の開発を図ると同時に、ネガ

ティブインパクト問題への取り組み手法のモデルを構築することを目標とする。 
鹿児島大学水産学部は、過去 10 年間、フィリピン大学ヴィサヤス校（以下 UPV）との

間での拠点大学交流事業を通して、「沿岸海域における水圏環境・資源の利用」に関する共

同研究を実施した。本事業では、その結果を継承・発展させ、水圏環境に排出される有害

化学物質の水産資源や漁場保全に対する影響と対策に関する研究に取り組む。特に、2006
年 8 月、フィリピンギマラス海域で起きたフィリピン史上最大の石油流出事故により、石

油汚染の漁場環境や水産資源に対する影響評価とその対策に関する研究が緊急課題となっ

たことから、鹿児島大学水産学部と UPV は、石油汚染や有害化学物質汚染を焦点に、「フ

ィリピン沿岸海域をモデルとした、東南アジア沿岸域における水産資源および漁場環境の

管理・保全に及ぼすネガティブインパクトの影響と対策に関する研究協力」に取り組むこ

ととした。本事業では、上記課題について東南アジア諸国の研究者を含めた持続的な共同

研究、研究交流等を展開し、若手研究者を養成しつつ、標記課題に関する域内全体の世界

的水準の研究教育拠点を形成することを目指す。 
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６．前年度までの研究交流活動による目標達成状況 
 鹿児島大学水産学部は、過去 10 年間、UPV との拠点大学交流事業を通した「沿岸海域

における水圏環境・資源の利用」に関する共同研究成果を継承・発展させ、本アジア研究

教育拠点事業により、石油流出による環境汚染、それ以外の化学物質による環境汚染、魚

病を含む疫病、有害生物の異常発生、産業廃水、都市廃水、農業廃水などのネガティブイ

ンパクトも水産資源や漁場保全に対する影響と対策に関する研究に取り組むこととした。

特に、2006 年 8 月、フィリピンギマラス海域で起きたフィリピン史上最大の石油流出事故

による石油汚染の漁場環境や水産資源に対する影響評価とその対策に関する研究が緊急課

題となったことから、両校は石油汚染や有害化学物質汚染を焦点に、「フィリピン沿岸海域

をモデルとした、東南アジア沿岸域における水産資源および漁場環境の管理・保全に及ぼ

すネガティブインパクトの影響と対策に関する研究協力」に取り組むこととした。 
 ２分野、４チームによる共同研究が行われた。石油汚染モニタリングを中心とするチー

ムでは流出事故直後から、生物を含む沿岸環境中の石油成分分析を行っている。石油成分

の底質および生物中濃度は低下傾向を示すものの、生物中からはいまだに高い濃度にある

ことを明らかにしており、モニタリング継続の必要性が提案されている。海岸に漂着した

流出油の、微生物による分解（バイオリメディエーション）を中心とするチームでは実環

境での実験を実施し、現在、DNA 解析などによる微生物相の解析を実施している。また、

実環境での実験水域で、バイオリメディエーションの環境に対する安全性評価のため、現

場海域のベントス相調査を行ったおり、生物相の解析が現在行われている。微生物相を含

め、次年度にはその結果が明らかになる。 
 流出油が漂着したギマラス島を中心に、地元州政府による生計復興プログラムの一貫で

ある養殖事業および観光事業についての調査を中心とするチームでは、現場での聞き取り

調査により、養殖事業では政府援助資金から自立して収益を挙げており、当該地域の自立

的な産業として軌道にのりつつあることを明らかにした。一方、観光事業も回復しつつあ

り、上記養殖事業から水産物などを調達しており、地元漁業者にとって重要な販路のひと

つになっており、上記養殖事業とともに事故後の地元生計復興の一部を形成していること

を明らかにした。漁業に関する調査を中心とするチームでは、浮魚礁（パヤオ）流失防止

を目指した設置及び管理に関する調査を行い、パヤオの構造、設置状況およびその管理手

法に関する基礎資料を集めた。また、農薬環境負荷のノコギリガザミに及ぼす影響の、生

物工学的計測と評価手法について、UPV 研究者などと協議した。 
 これらの成果の一部は、平 20 年度には UPV で、平成 21 年には鹿児島大学水産学部で、

開催されてシンポジウムで発表された。それぞれの概要は、講演要旨集として公表されて

おり、平成 22 年度には論文集も出版されることとなった。 
 若手研究者要請では院生を含む若手研究者を現地派遣し、現場調査を含む海外での研究

活動に参加させた。また、平成 21 年 10 月 31 日〜11 月 1 日に開催された本拠点事業セミ

ナー（鹿児島大学水産学部）では、日本側参加の大学院生（31 名）がポスター発表を行い、
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UPV、インドネシアを含む東南アジアからの参加研究者との意見交換などの交流を行った。

さらに、UPV 側の若手研究者に対しては、当学部の研究者が現場調査に行った際、石油分

解微生物からの DNA の調製ならびに分子系統解析法の指導を行った。また、一部の研究者

が UPV を訪問した際、UPV の要請に応じて院生等を対象としたセミナー形式の講演を行

った。 
 
７．平成２２年度研究交流目標 
鹿児島大学側の研究体制である 2分野 4チームに対応した UPV側研究体制が確立されて

いる。鹿児島大学側では若手を中心とするサブコーディネーターが、UVP 側コーディネー

ターと協力して共同研究を進めており、この枠組みは初年度から変わらず機能している。

今年度は、フィリピン以外の東南アジアから、本事業に関連した研究を行っている研究者

の参加を求める。 
本研究課題は、石油流出による環境汚染、それ以外の化学物質による環境汚染、魚病を

含む疫病、有害生物の異常発生、産業廃水、都市廃水、農業廃水などのネガティブインパ

クトが水産資源あるいは沿岸環境に及ぼす影響を明らかにするとともに、その影響を低減

することを目的とし、2 分野 4 チームで UPV を拠点校として研究交流を進めている。 
 石油汚染モニタリングを中心とするチームでは、UPV 側メンバーと共同で試料採取およ

び分析を引き続き行い、沿岸環境およびそこに生息する生物の汚染状況を明らかにするこ

とを目指す。また、病原性細菌による養殖魚介類汚染とその汚染低減に関する研究を引き

続き行うとともに、いままでフィリピンでの研究がほとんど行われていない農薬による環

境汚染について、研究を着手し、沿岸生物あるいは養殖魚介類に対する種々のネガティブ

インパクトの影響を明らかにすることを目標とする。バイオリメディエーションを中心と

するチームでは、昨年度実施した現場実験で採取した試料を分析し、微生物による石油分

解技術の有効性を検証するとともに、バイオリメディエーション実験現場のベントス相を

解析し、その技術の安全性評価を行い、熱帯域でのバイオリメディエーション技術に関す

る総合評価を目指す。 
生計復興プログラムである養殖事業および観光事業についての調査を中心とするチーム

では、今までに引き続き、同プログログラムによる魚類養殖業の推進と観光産業の立地の 
漁村経済・漁家経営へ与える影響を、他の地域で明らかにする。漁業に関する調査を中心

とするチームでは、聞き取り調査を含む現地調査により、浮漁礁などの漁業に対する影響

を引き続き明らかにする。 
 なお、石油流出事故を含むネガティブインパクトの地域社会への影響に関する社会・経

済学分野での研究に関するセミナーを開催し、フィリピンを含む東南アジア諸国の諸問題

とその対応について、参加各国間での研究交流を目指す。（8-2 参照） 
 若手研究者養成では、若手サブコーディネーターを中心として共同研究を進めるととも

に、院生を中心とした若手研究者を現地に派遣し、国際共同研究の経験を踏ませ、さらに、
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上記セミナーでは、院生のポスター発表による国際セミナーでの経験を踏ませる。さらに

UPV 側若手研究者（院生を含む）を対象として、技術ワークショップあるいは鹿児島大学

教員によるセミナー形式の講演を実施する。以上のことによって、当学部の若手研究者と

UPV および東南アジア諸国研究者との国際研究交流促進を目指す。 
 
８．平成２２年度研究交流計画概要 
８－１ 共同研究 

2 分野 4 チームで共同研究を実施する。 

① 沿岸資源・生態系分野： 
石油汚染モニタリングを中心とするチームでは、未だに比較的高い石油成分が検出され

ている沿岸生物を中心に、UPV 側メンバーと共同で試料採取および分析を行う。食品とし

ての魚介類中石油成分の基準がないため、どの程度であれば許容されるのかを UPV 側メン

バーと検討する。また、病原性細菌による養殖魚介類汚染とその汚染低減方法に関する研

究を引き続き行う。さらにフィリピンでの研究がほとんど無い農薬による環境汚染とその

水産資源に対する影響に関する研究に着手する。 
バイオリメディエーションを中心とするチームでは、今までに採取した試料から抽出し

た DNA サンプルを分析し、出現する石油分解菌の解析を行い、微生物による石油分解技術

の有効性を検証する。石油を実験的に散布したバイオリメディエーション実験現場で経時

的に採取したベントス相の変化を解析し、その変化の有無によるバイオリメディエーショ

ン技術の安全性評価を行い、熱帯域沿岸でのバイオリメディエーション技術適用に関する

総合評価を行う。 
いずれのチームも若手サブコーディネーターが研究を先導し、大学院生あるいは若手研

究者を積極的に参加させ、海外での共同研究の経験を積ませる。 
② 社会・漁業分野： 

平成 21 年度までの調査で、その有効性が明らかになりつつあるギマラス州政府の生計復

興プログラム（魚類養殖の推進，観光産業の振興）が、漁村経済・漁家経営へ与える影響

について、他の地域での現状を明らかにする。ギマラス島ではネガティブインパクトの克

服を目的に、多様な生計復興プログラムが実施されている。本年度は、養殖事業が導入さ

れている Nueva Valencia 地区の漁業構造、ギマラス島随一の規模を誇る Puetra Al Paraizo
（Nueva valencia 地区）の経済的効果を中心に実態分析する。まず、Nueva Valencia 地区

の漁業生産および漁獲物販売、魚類養殖事業の概要を調査する。ついで、Puetra Al Paraizo
の事業展開について分析する。観光客による魚介類利用、漁業者からの購入実態の分析を

通じて漁業経営へのインパクト、従業員としての雇用を通じての地域経済へのインパクト

を明らかにする。以上を通じて、魚類養殖業の推進と観光産業の立地が漁村経済・漁家経

営へ与える影響を明らかにする。 
漁業に関する調査を中心とするチームでは、UPV と共同で聞き取り調査を含む現地調査
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を行い、浮漁礁などの漁業に対する影響を引き続き調査する。 
平成 21 年度に鹿児島大学で行ったシンポジウムの講演の一部を、論文集として発刊し、

得られた成果を内外に情報発信する。 
いずれのチームも若手コーディネーターを中心として研究を進める。特に、社会分野で

は国際セミナーを、若手コーディネーターを中心として企画・運営し、国際会議開催の経

験を積ませる。 
８－２ セミナー 

石油流出事故含むネガティブインパクトの地域社会への影響に関する社会・経済学分野

での研究に関するセミナーを開催する。この分野については、平成 21 年度までにある程度

研究成果が得られていることから、今後の研究展開を検討するため、フィリピンを含む内

外の研究者による研究発表と情報交換のためのセミナーを開催する。このセミナーでは類

似の研究を行っている大学院生に、積極的にポスター発表をさせ、国際学会の経験を積ま

せる。 

８－３ 研究者交流（共同研究、セミナー以外の交流） 

平成 20、21 年度に続き、UPV の大学院生を対象に、鹿児島大学水産学部研究者が水産

学に関して講義（講義名：special topic、単位認定あり）する。また、日本の研究者が UPV
に出張した際は、可能な限り UPV の大学院生あるいは若手研究者に対する講演あるいはワ

ークショップ形式の技術指導を行い、若手研究者の育成に努める。さらに 20 年度に UPV
側からの依頼により、鹿児島大学水産学部教員が UPV 修士課程院生の外部評価委員となっ

ており、今年度に最終評価を行う予定である。 
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９．平成２２年度研究交流計画総人数・人日数 
９－１ 相手国との交流計画 

 

    派遣先 

派遣元 

日本 

<人／人日> 

フィリピン

<人／人日>

タイ   

<人／人日> <人／人日> <人／人日> 
合計 

日本 

<人／人日> 
 22/220 1/10   23/230 

フィリピン 

<人／人日> 
      

インドネシア 

<人／人日> 
1/10     1/10 

 

<人／人日> 
      

 

<人／人日> 
      

合計 

<人／人日> 
1/10 22/220 1/10   24/240 

 

９－２ 国内での交流計画 

10／30  <人／人日> 
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１０．平成２２年度研究交流計画状況 

１０－１ 共同研究 

―研究課題ごとに作成してください。― 

整理番号 R－1 研究開始年度 平成 20 年度 研究終了年度 平成 24 年度 

研究課題名 （和文）東南アジア沿岸域の水産資源に対するネガティプインパクト  

対策に関する研究 

（英文）Research on control against negative impacts to coastal 
fisheries resources in Southeast Asia 

日本側代表者 

氏名・所属・職 

（和文）小山次朗・鹿児島大学水産学部・教授 

（英文）Jiro Koyama・Faculty of Fisheries, Kagoshima University・
Professor 

相手国側代表者 

氏名・所属・職 

Resurreccion B Sadaba ・College of Arts and Science, University of 
the Philippines in the Visayas ・Professor 

交流予定人数 

（※日本側予算に

よらない交流につ

いても、カッコ書

きで記入のこと。） 

① 相手国との交流 

派遣先 

派遣元 

日本 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ﾀｲ 計 

<人／人日> <人／人日> <人／人日> <人／人日> 

日本 

<人／人日> 

 22/220 1/10 
23/230 

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 

<人／人日> 

   
 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 

<人／人日> 

   
 

合計 

<人／人日> 
 22/220 1/10 23/230 

② 国内での交流       7 人／21 人日 

２２年度の研 

究交流活動計画 

平成18年から実施している化学分析による流出油汚染のモニタリング

を継続し、重油流出事故 4 年後の流出油汚染状況を明らかにして今後の

調査の必要性を検討する。流出油除去対策であるバイオリメディエーシ

ョンでは、昨年度、実験現場で採取した微生物群集の解析などを UPV と

共同で解析し、熱帯域でのバイオリメディエーションの有効性を検証す

る。また、水産食品の安全性確保のため、養殖魚介類に含まれる病原性

細菌の解析と削減方法を検討する。さらに農薬による水環境汚染につい

て新たに研究を着手する。 

ギマラス州政府が実施する養殖事業、観光事業による生計復興プログ

ラムの漁村経済・漁家経営に与える影響について、昨年度と異なる地域
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での共同調査を行う。また、聞き取り調査を含む現地調査により、浮漁

礁などの漁業に対する影響を調査する。 

期待される研究

交流活動成果 

平成 20 年度以来の調査結果から、石油成分によって汚染された魚介類

の現時点での回復状況が明らかとなり、食品としての安全性を明らかに

することができる。平成 21 年から実施されているバイオリメディエーシ

ョン現場実験で採取した石油分解細菌などに関するデータの解析が行わ

れ、熱帯域におけるバイオリメディエーションの有効性の検証が行える。

養殖魚介類の病原性細菌の有無の確認方法とその削減方法を提案するこ

とができる。さらに、フィリピンにおける農薬汚染の現状を明らかにす

ることができる。 

昨年度の調査に引き続き、熱帯域の漁村の社会・経済状況に対する復

興プログラムの効果確認のための調査を、別の地域で行い、研究成果の

更なる蓄積を図ることにより、今後の同地域における復興プログラムに

有益な情報提供が行える。上記と同様に調査例の少ない、熱帯域の漁業

活動（浮漁礁など）の、水産資源あるいは海洋環境などに対する影響を

明らかにすることができる。 

日本側参加者数  

65 名 （１３－１ 日本側参加者リストを参照） 

（フィリピン）国（地域）側参加者数 

35 名 （１３－２ （フィリピン）国（地域）側参加者リスト

を参照） 
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１０－２ セミナー 
―実施するセミナーごとに作成してください。－ 
整理番号 S－1 
セミナー名 （和文）アジア学術振興会アジア拠点事業：ネガティブインパクト

の地域社会への影響に関する社会・経済学分野での研究に関するセ

ミナー 
（英文）JSPS Asian Core Program :Seminar for the social and 
economic effects of negative impact on regional community  

開催時期 平成 22 年 11 月  日 ～ 平成 22 年 11 月  日（2 日間） 
開催地（国名、都市名、

会場名） 
（和文）鹿児島市 
（英文）Kagoshima, Japan 

日本側開催責任者 
氏名・所属・職 

（和文））小山次朗・鹿児島大学水産学部・教授 
（ 英 文 ） Jiro Koyama ・ Faculty of Fisheries, Kagoshima 
University・Professor 

相手国側開催責任者 
氏名・所属・職 
(※日本以外での開催の場合) 

 

 
参加者数 
   派遣先 
派遣元 

セミナー開催国 
（ 日本 ） 

日本 
<人／人日> 

A. 3/9 
B. 8//24 
C. 52/54 

フィリピン 

<人／人日> 

A. 
B. 
C. 6/50 

インドネシア 

<人／人日> 

A. 1/10 
B. 
C. 

合計 
<人／人日> 

A. 4/19 
B. 8/24 
C. 58/104 

 
A.セミナー経費から負担 
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B.共同研究・研究者交流から負担 
C.本事業経費から負担しない（参加研究者リストに記載されていない研究者は集計しない

でください。） 
 
セミナー開催の目的  現地調査によって明らかになりつつある、石油流出あるいはそ

の他ネガティブインパクトの地域社会あるいは地域産業に対する

影響に関する研究成果、ネガティブインパクトからの地域社会、

産業の回復策などについて、参加者が報告する。 

期待される成果 ネガティブインパクトの解析によって、どのような影響があった

のかが明らかになり、さらに、その影響から地域社会あるいは地

域産業をどのように回復させるべきなのかといった提案が行え

る。 

セミナーの運営組織 日本側責任者 小山次朗 
日本側コーディネーターおよびサブコーディネーターによる実施

委員会を組織する。 
開催経費

分担内容

と概算額 

日本側 内容  国内旅費       200,000 円 
    ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ招へい旅費   400,000 円 

その他        500,000 円 

（  ）国（地域）側 内容              金額 
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１０－３ 研究者交流（共同研究、セミナー以外の交流） 
① 相手国との交流                  

派遣先 

派遣元 

日本 

<人／人日>

フィリピン

<人／人日> 

 

<人／人日> 

計 

<人／人日> 

日本 

<人／人日> 

 1/10   

 

<人／人日> 

    

 

<人／人日> 

    

合計 

<人／人日> 

 1/10   

②  国内での交流       人／人日 

 

所属・職名 

派遣者名 

派遣・受入先 

（国・都市・機関） 
派遣時期 用務・目的等 

鹿児島大学水

産学部・教授 

松岡達郎 

 

フィリピン・

イロイロ・UPV 

未定 UPV からの要請による、UPV 院生に対

する水産学に関する授業（授業名：

special topic、単位認定あり） 
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１１．平成２２年度経費使用見込み額 

（単位 円） 

 経費内訳 金額 備考 

研究交流経費 
国内旅費 1,200,000 国内旅費、外国旅費の合計は、

研究交流経費の５０％以上で
あること。 外国旅費 6,210,000

謝金 0  

備品・消耗品購
入費 

2,000,000  

その他経費 500,000
研究論文集印刷およびセミナ
ー開催経費（要旨集印刷を含
む） 

外国旅費・謝金
に係る消費税 

350,000  

計 10,260,000
研究交流経費配分額以内であ
ること 

委託手数料 1,026,000
研究交流経費の１０％を上限
とし、必要な額であること。 
また、消費税額は内額とする。

合  計 11,286,000  

 

 

１２．四半期毎の経費使用見込み額及び交流計画 

 

 経費使用見込み額（円） 交流計画人数<人／人日> 

第１四半期 6 00,000 0/0 

第２四半期 3,568,500 10／100 

第３四半期 3,190,000 9／55 

第４四半期 2,901,500 15／115 

合計 10,260,000 34／270 

 


